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別紙                          委員会「教育厚生委員会」 

視 察 日 令和６年７月３１日（水） 

視 察 先 

兵庫県神戸市 
人口１，４９２，９５３人 （令和６年４月１日現在） 

市面積 ５５７．０５ｋ㎡  

議員定数 ６５人 

調査項目 
 

施策・取組等 

教員の働き方改革の取組み 

・学年担任制について 

・部活動の地域移行について 

視察理由 
 

事前研究等の 

概要とそれに 

基づく調査項 

目・視察先の 

選定理由等 

教育厚生委員会の令和６年度活動計画は、教員の働き方改革に関する事項 

を掲げている。事前に本市の市立学校における働き方改革として、教育委 

員会から、主な取組状況や部活動の地域移行の現状、課題などについて説 

明を受け、意見交換会を実施した。視察先の神戸市は、教員の働き方改革 

に関係した取組みとして、学年チーム担任制や国が推進をしている部活動 

の地域移行について、先進的な取組みを推進している。本市と自治体規模 

の違いはあるものの、神戸市が実際に事業を進めている中で、現状や課題、 

成果など、様々な観点から学べるものが大いにあると判断した。 

調査概要 
 

調査項目の施 

策・取組等の 

実施状況等 

１．学年担任制について 

（１）「学年（チーム）担任制」とは 

クラスごとに担任の配置がある学級担任制との違いとして、学年の全

クラスを複数の教員がチームとなって週や月単位に教員がローテーショ

ンしながら学級担任の役割を担う。 

例えば学年に４学級あれば１人多い５人の教員を一つのチームとして

配置する。学級における生徒指導等の業務をローテーションで担当し、

担任をしない教員は学年全体を見ながら、児童生徒の支援や保護者への

対応、他の教員の補助などにあたる。 

（２）実施状況 

令和５年度から小学校２校、中学校２校でモデル実施。令和６年度は 

 小学校５校、中学校３校、小中一貫校１校でモデル実施中である。実施 

学年は小学校が５．６年生、中学校は１年から３年生である。 

２．部活動の地域移行について 

（１）部活動を取り巻く状況 

生徒数の減少等による廃部や単独で試合に出られない学校が増えてい 

る。これまで教員が時間を削り、部活動を支えてきたが、全国的に教員 

不足が深刻化する中、部活動の仕組みが限界に近づいている。 

（２）部活動地域移行の取組み 

神戸市立中学校では、部活動から地域クラブ活動「KOBE◇KATSU（コベ 

 カツ）」に２０２６年度より平日・休日ともに移行する準備を進めている。 

（３）移行内容や進め方 

事業開始時に中学生となる今の小学４～６年生の児童を対象にやって

みたい種目のニーズを把握した上で地域のスポーツ、文化団体等に公募

する。希望するクラブの団体等に教育委員会事務局が審査、登録を行い、

各クラブの活動内容等を生徒や保護者に情報発信する。運営主体は学校

ではなく地域の様々な団体（登録制）とする。生徒たちは、学校の枠を超

えて自身がやりたい種目を選んで活動する。指導員は地域の指導者、希

望する教員（兼職兼務）で構成。活動場所は学校施設や地域の諸施設と



 

 

なる。KOBE◇KATSU は会費制とし、各クラブの運営に必要な最低限の費用

は原則として受益者（各家庭）が負担する。 

考察・効果 
 

 

１．学年担任制の効果及び課題 

担任を固定せず、チームとして運営することで、教員の業務負担の平

準化を図ることができ、教員のそれぞれの視点で児童生徒の変化に気づ

く機会が増える。また、早期かつ丁寧な対応が期待できることや児童生

徒・保護者にとって、相談できる教職員が増え、安心感が高まることな

どが効果として考えられる。一方で固定した担任がいないと児童生徒に

とって誰に相談すればよいのか分かりづらいこと、また、相談や依頼ご

とが特定の教員に偏ることがあること、教員間で児童生徒の状況の共有

や事務引継ぎを小まめに行う必要があるなど課題も上がっている。 

２．部活動地域移行準備の課題 

  児童生徒、保護者のニーズを把握して、出来るだけ早く地域のスポー 

ツ、文化団体に募集を行っていくが、地域によってスポーツ団体の数に

差があり、ニーズに合った活動の提供が難しい。各団体に業務委託をす

る考えが現段階ではなく、あくまで団体が設定する月会費で運営するこ

とから参加費の負担が各家庭にかかり、経済的困窮家庭などに対する支

援が必要であるとのこと。 

・政策提言へ 

の反映 
 

・本市での施 

策実現に向

けた比較研

究（効果及

び課題） 
 

１．神戸市施策の本市への施策実現に向けたまとめ 

（１）学年担任制 

神戸市では、令和４年度から小学校５、６年生に教科担任制を導入し 

ており、教科担任制の発展形が学年担任制になるとの説明もあり、現在、 

本市が推進している小学校教科担任制の方向を調査するところが必要と 

考える。また、チームで学年担当としてそれぞれローテーションで配置 

する中で、学級を担当しない教員を１人多めに配置することが学年担任 

制の大事な要件であるが、本市も含め、教員の充足に課題がある状況下 

ではチームの人員配置が難しいと考える。ただ、今後においても、他の 

自治体の動向など、学年担任制の進展を注視していく必要がある。 

（２）部活動地域移行 

地域移行した際の各団体の運営経費を受益者負担で賄う形は生徒の 

中にはそのことで参加に躊躇が生じかねないので、支援策を検討すると 

あった。本市も現在、教育委員会が地域移行を推進しているところであ 

り、運営に関する課題を鋭意検討中である。特に本市は広大な面積の中 

で９中学校があり、種目ごとの練習会場に向かうには安全な移動手段の 

確保が必要になる。移動手段や参加費用も含めた支援策の検討が必要と 

考える。また、神戸市で受け皿となってくれるスポーツや文化団体が地 

域によって偏りが生じかねないということもあり、そうした課題におい 

ても指導者の確保や地域の諸団体などの受け皿がそれぞれの種目ごとに 

充足するのかなど本市の実証事業を踏まえながらいかに生徒が参加しや 

すい環境を整えられるか検討していくことが必要と考える。 


